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５年市長提出第３３号議案 

   瀬戸市公民館の設置及び管理に関する条例の全部改正について 

 瀬戸市公民館の設置及び管理に関する条例を次のように定めるものとす

る。 

  令和５年６月１日提出 

瀬戸市長 川 本 雅 之  

   瀬戸市公民館の設置及び管理に関する条例 

 瀬戸市公民館の設置及び管理に関する条例（昭和３７年瀬戸市条例第４

号）の全部を改正する。 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、社会教育法（昭和２４年法律第２０７号。以下「法」

という。）第２４条の規定に基づき、瀬戸市公民館（以下「公民館」と

いう。）の設置及び管理に関し必要な事項を定めるものとする。 

 （設置） 

第２条 法第２０条に規定する目的を達成するため、公民館を設置する。 

 （名称及び位置） 

第３条 公民館の名称及び位置は、別表第１のとおりとする。 

 （職員） 

第４条 公民館に館長を置き、その他必要な職員を置くことができる。 

（使用時間） 

第５条 公民館の使用時間は、午前９時から午後９時までの範囲内とする。

ただし、第１７条の規定により公民館の管理及び運営を指定管理者に行

わせる場合は、指定管理者が教育委員会と協議して定めるものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、教育委員会は、特に必要があると認めると

きは、使用時間を変更することができる。 
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 （休館日） 

第６条 公民館の休館日は、１月１日から同月５日まで及び１２月２８日

から同月３１日までとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、教育委員会は、特に必要があると認めると

きは、休館日を変更し、又は臨時に休館することができる。 

（使用の許可） 

第７条 公民館の施設、附属設備及び備品（以下「施設等」という。）を

使用しようとする者は、あらかじめ教育委員会の許可を受けなければな

らない。その許可を受けた事項を変更する場合も、また同様とする。 

２ 教育委員会は、施設等の管理上必要があると認めるときは、前項の許

可に条件を付することができる。 

（使用の制限） 

第８条 教育委員会は、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、

施設等の使用を許可しない。 

⑴ 法第２３条の規定に該当するとき。 

⑵ 公の秩序又は善良な風俗を乱すおそれがあるとき。 

⑶ 施設等を損傷し、又は滅失するおそれがあるとき。 

⑷ 施設等の管理上支障があるとき。 

⑸ その他教育委員会が不適当と認めるとき。 

（使用料） 

第９条 施設等の使用の許可を受けた者（以下「使用者」という。）は、

施設使用料（以下「使用料」という。）として、別表第２に定める使用

面積欄に掲げる面積に応じた使用時間１時間ごとの単価に使用時間数を

乗じて得た額及び別表第３に定める額を納付しなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、本市の区域内に住所を有しない個人又は当
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該区域内に事務所若しくは事業所を有しない法人その他の団体が施設等

を使用する場合は、前項の規定により算出した額の１．５倍に相当する

額を納付しなければならない。 

３ 使用料は、第７条第１項の許可を受けた際納付しなければならない。

ただし、市長が特別の理由があると認めるときは、この限りでない。 

（使用料の還付） 

第１０条 既に納付された使用料は、還付しない。ただし、市長は、特に

必要があると認めるときは、その全部又は一部を還付することができる。 

（使用料の減免） 

第１１条 市長は、公益上その他特に必要があると認めるときは、使用料

を減免することができる。 

（特別の設備等の使用） 

第１２条 使用者は、施設等の使用に際し、特別の設備をし、又は備付け

の器具以外の器具を使用しようとするときは、あらかじめ教育委員会の

許可を受けなければならない。 

（目的外使用等の禁止） 

第１３条 使用者は、許可を受けた目的以外に施設等を使用し、又はその

使用の権利を他人に譲渡し、若しくは転貸してはならない。 

（使用許可の取消し等） 

第１４条 教育委員会は、次の各号のいずれかに該当するときは、施設等

の使用の許可を取り消し、又は使用の中止を命ずることができる。 

⑴ 使用者が前２条の規定に違反したとき。 

⑵ 使用者が第７条第２項の規定による使用の許可に付された条件又は

教育委員会の指示に従わないとき。 

⑶ 使用者が使用料を納付しないとき。 
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⑷ 災害その他の事故により施設等の使用ができなくなったとき。 

⑸ 公共の福祉その他やむを得ない理由が生じたとき。 

２ 前項各号のいずれかに該当し、施設等の使用の許可を取り消し、又は

使用の中止を命じた場合において、使用者が損害を受けたときは、市は、

その責めを負わない。ただし、同項第５号に該当し、教育委員会が必要

と認める場合にあっては、この限りでない。 

（原状回復の義務） 

第１５条 使用者は、施設等の使用を終えたとき、又は前条の規定により

施設等の使用の許可を取り消され、若しくは使用の中止を命ぜられたと

きは、直ちに施設等を原状に回復しなければならない。 

（損害賠償の義務） 

第１６条 公民館に入館した者及び使用者は、故意又は過失により建物、

設備、備品等を損傷し、又は滅失したときは、その損害を賠償しなけれ

ばならない。ただし、教育委員会が損害を賠償させることが適当でない

と認めるときは、この限りでない。 

（指定管理者） 

第１７条 教育委員会は、公民館の管理及び運営を法人その他の団体であ

って瀬戸市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例（平

成１６年瀬戸市条例第１６号）の規定により教育委員会が指定するもの

（以下「指定管理者」という。）に行わせることができる。 

（指定管理者が行う業務） 

第１８条 前条の規定により、指定管理者に行わせる業務は、次の各号に

掲げるものとする。 

⑴ 法第２２条の規定に基づく事業の実施に関する業務 

⑵ 公民館の施設管理及び運営に関する業務 
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⑶ 公民館の施設等の維持及び修繕に関する業務 

⑷ 前３号に掲げるもののほか、公民館の管理に関し教育委員会が必要

と認める業務 

２ 第７条、第８条、第１２条から第１６条までの規定は、前条の規定に

より、指定管理者に管理を行わせる場合に準用する。この場合において、

第７条第１項、第８条及び第１２条から第１５条までの規定中「使用」

とあるのは「利用」と、第７条、第８条、第１２条及び第１４条中「教

育委員会」とあるのは「指定管理者」と、第１２条から第１６条までの

規定中「使用者」とあるのは「利用者」と、第１４条第１項中「使用料」

とあるのは「利用料（第１９条第１項に規定する「利用料」をいう。）」

と読み替えるものとする。 

（利用料） 

第１９条 市長は、適当と認めるときは、指定管理者に公民館の利用に係

る料金（以下「利用料」という。）を当該指定管理者の収入として収受

させることができる。 

２ 利用料の額は、第９条の規定により算出した額を超えない範囲内にお

いて、あらかじめ指定管理者が市長の承認を得て定めるものとする。そ

の額を変更する場合も同様とする。 

３ 指定管理者は、前項の承認を得たときは、その旨及び利用料の額等を

公表しなければならない。 

４ 第９条から第１１条までの規定は、第１項の規定により指定管理者の

収入として収受させる利用料に準用する。この場合において、第９条第

１項及び第２項中「使用」とあるのは「利用」と、第９条第１項中「使

用者」とあるのは「利用者」と、「施設使用料」とあるのは「施設利用

料」と、「使用面積」とあるのは「利用面積」と、「使用時間」とある
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のは「利用時間」と、「使用時間数」とあるのは「利用時間数」と、第

９条第１項及び第３項、第１０条並びに第１１条中「使用料」とあるの

は「利用料」と、第９条第３項、第１０条及び第１１条中「市長」とあ

るのは「指定管理者」と読み替えるものとする。 

（委任） 

第２０条 この条例の施行に関し必要な事項は、教育委員会が定める。 

   附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、令和６年４月１日から施行する。ただし、次条及び

附則第３条の規定は、公布の日から施行する。 

 （準備行為） 

第２条 この条例による改正後の瀬戸市公民館の設置及び管理に関する条

例（以下「新条例」という。）の規定による指定管理者の指定に関する

手続、施設等の使用（同条例第１７条の規定により指定管理者に当該施

設の管理を行わせる場合にあっては、利用。以下同じ。）の許可に必要

な手続その他の行為は、前条本文に規定する施行の日（以下「施行日」

という。）前であっても、これを行うことができる。 

 （使用料等の徴収） 

第３条 前条の規定により施行日前に当該施行日以後の施設等の使用の許

可を受けた者からは、当該施行日前においても当該許可に係る新条例第

９条に規定する使用料（同条例第１７条の規定により指定管理者に当該

施設の管理を行わせる場合にあっては、利用料）を徴収することができ

る。 

別表第１（第３条関係） 
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名称  位置  

陶原公民館  瀬戸市熊野町９８番地  

深川公民館  瀬戸市宮脇町５３番地  

祖母懐公民館  瀬戸市上ノ切町４３番地  

古瀬戸公民館  瀬戸市西拝戸町１６番地の１０  

東明公民館  瀬戸市西拝戸町１６番地の３  

效範公民館  瀬戸市北山町３９番地  

長根公民館  瀬戸市城屋敷町２２番地  

水南公民館  瀬戸市東松山町１５４番地  

山口公民館  瀬戸市田中町１０８番地  

幡山公民館  瀬戸市幡山町７１番地  

掛川公民館  瀬戸市定光寺町１２０６番地  

原山公民館  瀬戸市原山台８丁目１６３番地  

萩山公民館  瀬戸市萩山台４丁目２番地の２  

八幡公民館  瀬戸市八幡台１丁目１４５番地の２  

別表第２（第９条、第１９条関係） 

使用面積 使用時間１時間ごとの単価（円） 

２０ｍ２未満 ２１０ 

２０ｍ２以上４０ｍ２未満 ４１０ 

４０ｍ２以上６０ｍ２未満 ６２０ 

６０ｍ２以上８０ｍ２未満 ８３０ 

８０ｍ２以上１００ｍ２未満 １，０４０ 

１００ｍ２以上１２０ｍ２未満 １，２５０ 

１２０ｍ２以上１４０ｍ２未満 １，４６０ 
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１４０ｍ２以上１６０ｍ２未満 １，６７０ 

１６０ｍ２以上１８０ｍ２未満 １，８８０ 

１８０ｍ２以上 ２，０９０ 

備考 

１ 使用時間には、準備及び後片付けの時間を含むものとする。 

２ 使用時間の始期は毎正時とし、１時間未満の端数が生じたときは、

その端数時間は、１時間とみなす。 

３ 複数の部屋を同時に使用する場合の使用料の額は、部屋ごとに定

める額を合計した額とする。 

４ 第１７条の規定により公民館の管理及び運営を指定管理者に行わ

せる場合においては、この表中「使用面積」とあるのは「利用面積」

と、この表中及び同表備考中「使用時間」とあるのは「利用時間」

と、同表備考中「使用料」とあるのは「利用料」と読み替えて適用

する。 

別表第３（第９条、第１９条関係） 

区分 金額 

附属設備及び備品 １種類又は１品目につき、１回当たり

１０，０００円以内で市長が定める額 

 

 （理 由）  

 この案を提出するのは、公民館の施設管理及び運営について指定管理者

制度を導入等するに当たり、瀬戸市公民館の設置及び管理に関する条例の

全部を改正するため必要があるからである。 
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瀬戸市公民館の設置及び管理に関する条例の全部を改正する条例案

要綱 

 この条例は、公民館の施設管理及び運営について指定管理者制度を導

入等するに当たり、条例の全部を改正し、おおむね次の事項を定めよう

とするものである。 

第１ 施設等の使用に関する事項について 

   施設等の使用に当たり使用時間、休館日、使用料の徴収、還付、減

免その他必要な事項を規定するもの。（第５条から第１６条まで、別

表第２及び別表第３関係） 

第２ 指定管理者に関する事項について 

１ 瀬戸市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例（平

成１６年瀬戸市条例第１６号）の規定により教育委員会が指定するも

の（以下「指定管理者」という。）に行わせることができることを規

定するもの。（第１７条関係） 

２ 指定管理者に行わせる業務を次のとおり規定するもの。（第１８条

関係） 

  ⑴ 社会教育法（昭和２４年法律第２０７号）第２２条の規定に基づ

く事業の実施に関する業務 

  ⑵ 公民館の施設管理及び運営に関する業務 

  ⑶ 公民館の施設等の維持及び修繕に関する業務 

  ⑷ その他公民館の管理に関し教育委員会が必要と認める業務 

３ 指定管理者に公民館の利用に係る料金を当該指定管理者の収入と

して収受させることができることを規定するもの。(第１９条関係) 

第３ その他 

その他必要な事項を規定し、施行期日を令和６年４月１日又は公布
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の日とし、所要の準備行為及び使用料等の徴収の規定を設けるもの。 
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５年市長提出第３４号議案 

   市有財産（建物）の無償譲渡について 

 次のとおり市有財産（建物）を無償で譲渡するものとする。 

  令和５年６月１日提出 

瀬戸市長 川 本 雅 之  

１ 無償譲渡をする財産 

  建 物  

 名 称  旧道泉小学校 

 所 在 地  瀬戸市道泉町４４番地の２、７６番地の１５ 

 構 造  鉄筋コンクリート造４階建て 

 延 べ 床 面 積  ４，０５０．８４平方メートル 

内訳 

          校舎（３，６５６．２１平方メートル）、窯場（２ 

０．０５平方メートル）、校舎（３３４．６４平方メ 

ートル）、倉庫（３１．５平方メートル）、倉庫（３． 

６平方メートル）、物置（４．８４平方メートル） 

２ 譲 渡 の 目 的  旧道泉小学校の建物を活用し、民間事業者に事業を

実施させるため 

３ 譲渡の相手方  瀬戸市道泉町７６番地の１ 

          学校法人ＳＯＬＡＮ学園 

          理事長 長尾幸彦 

４ 譲 渡 年 月 日  議決の日 

５ その他条件等  相手方による建物の活用に係る事業計画に基づいた 

         事業の実施に必要な許認可等が得られない場合におい 

ては、遡って契約を解除する解除条件付契約とする。 
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 （理 由） 

 この案を提出するのは、旧道泉小学校を民間事業者に活用させることに伴

い、その建物を無償で譲渡するに当たり、地方自治法（昭和２２年法律第６

７号）第９６条第１項第６号の規定により、議会の議決を求めるため必要が

あるからである。 
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５年市長提出第３５号議案 

瀬戸市廃棄物の処理及び清掃に関する条例の一部を改正する条例の 

一部改正について 

瀬戸市廃棄物の処理及び清掃に関する条例の一部を改正する条例の一部

を改正する条例を次のように定めるものとする。 

令和５年６月１日提出 

瀬戸市長 川 本 雅 之  

瀬戸市廃棄物の処理及び清掃に関する条例の一部を改正する条例の 

一部を改正する条例 

瀬戸市廃棄物の処理及び清掃に関する条例の一部を改正する条例（令和

４年瀬戸市条例第９号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。

改正後 改正前 

別表（第８条関係） 別表（第８条関係） 

種類 区分 金額 

＜省略＞ 

燃える

ごみ 

 ４５リットルの市

指定袋１枚につき 

 １８円 

３０リットルの市

指定袋１枚につき 

１６円 

２０リットルの市

指定袋１枚につき 

１４円 

燃えな

いごみ 

 ４０リットルの市

指定袋１枚につき 

２５円 

種類 区分 金額 

＜省略＞ 

燃える

ごみ 

 

 

４５リットルの市

指定袋１枚につき 

 ５０円 

３０リットルの市

指定袋１枚につき 

３０円 

２０リットルの市

指定袋１枚につき 

２０円 

燃えな

いごみ 

 ４０リットルの市

指定袋１枚につき 

４０円 
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２０リットルの市

指定袋１枚につき 

１８円 

＜省略＞ 
 

２０リットルの市

指定袋１枚につき 

２０円 

＜省略＞ 
 

備考 ＜省略＞ 備考 ＜省略＞ 
  

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

  

（理 由） 

この案を提出するのは、瀬戸市廃棄物の処理及び清掃に関する条例の一

部を改正する条例（令和４年瀬戸市条例第９号）に定める瀬戸市一般廃棄

物処理手数料のうち燃えるごみ及び燃えないごみの処理手数料の額を改定

するに当たり、瀬戸市廃棄物の処理及び清掃に関する条例の一部を改正す

る条例中所要の事項を改正するため必要があるからである。 
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５年市長提出第３６号議案 

瀬戸市市税条例の一部改正について 

瀬戸市市税条例の一部を改正する条例を次のように定めるものとする。 

令和５年６月１日提出 

瀬戸市長 川 本 雅 之  

瀬戸市市税条例の一部を改正する条例 

瀬戸市市税条例（昭和４０年瀬戸市条例第６号）の一部を次のように改

正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。 

改正後 改正前 

 （配当割額又は株式等譲渡所得割額の控除）  （配当割額又は株式等譲渡所得割額の控除） 

第３４条の９ ＜省略＞ 第３４条の９ ＜省略＞ 

２ 前項の規定により控除されるべき額で同項の

所得割の額から控除することができなかった金

額があるときは、当該控除することができなか

った金額は、令第４８条の９の３から第４８条

の９の６までに定めるところにより、同項の納

税義務者に対しその控除することができなかっ

た金額を還付し、又は当該控除することができ

なかった金額のうち法第３１４条の９第２項後

段に規定する還付をすべき金額により当該納税

義務者の前項の申告書に係る年度分の個人の県

民税、個人の市民税若しくは森林環境税を納付

し、若しくは納入し、若しくは当該納税義務者

の未納に係る徴収金を納付し、若しくは納入す

る。 

２ 前項の規定により控除されるべき額で同項の

所得割の額から控除することができなかった金

額があるときは、当該控除することができなか

った金額は、令第４８条の９の３から第４８条

の９の６までに定めるところにより、同項の納

税義務者に対しその控除することができなかっ

た金額を還付し、又は当該納税義務者の同項の

申告書に係る年度分の個人の県民税若しくは市

民税に充当し、若しくは当該納税義務者の未納

に係る徴収金に充当する。 

３ ＜省略＞ ３ ＜省略＞ 

（個人の市民税に係る給与所得者の扶養親族

等申告書） 

 （個人の市民税に係る給与所得者の扶養親族 

等申告書） 
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第３６条の３の２ ＜省略＞ 第３６条の３の２ ＜省略＞ 

２ 前項又は法第３１７条の３の２第１項の規定

による申告書を給与支払者を経由して提出する

場合において、当該申告書に記載すべき事項が

その年の前年において当該給与支払者を経由し

て提出した前項又は法第３１７条の３の２第１

項の規定による申告書（その者が当該前年の中

途において次項の規定による申告書を当該給与

支払者を経由して提出した場合には、当該前年

の最後に提出した同項の規定による申告書）に

記載した事項と異動がないときは、給与所得者

は、施行規則で定めるところにより、前項又は

法第３１７条の３の２第１項の規定により記載

すべき事項に代えて当該異動がない旨を記載し

た前項又は法第３１７条の３の２第１項の規定

による申告書を提出することができる。 

 

３ 第１項又は法第３１７条の３の２第１項の規

定による申告書を提出した給与所得者で市内に

住所を有するものは、その年の中途において当

該申告書に記載した事項について異動を生じた

場合には、第１項又は法第３１７条の３の２第

１項の給与支払者からその異動を生じた日後最

初に給与の支払を受ける日の前日までに、施行

規則で定めるところにより、その異動の内容そ

の他施行規則で定める事項を記載した申告書を

、当該給与支払者を経由して、市長に提出しな

ければならない。 

２ 前項又は法第３１７条の３の２第１項の規定

による申告書を提出した給与所得者で市内に住

所を有するものは、その年の中途において当該

申告書に記載した事項について異動を生じた場

合には、前項又は法第３１７条の３の２第１項

の給与支払者からその異動を生じた日後最初に

給与の支払を受ける日の前日までに、施行規則

で定めるところにより、その異動の内容その他

施行規則で定める事項を記載した申告書を、当

該給与支払者を経由して、市長に提出しなけれ

ばならない。 

４ 第１項及び前項の場合において、これらの規

定による申告書がその提出の際に経由すべき給

与支払者に受理されたときは、その申告書は、

その受理された日に市長に提出されたものとみ

なす。 

３ 前２項の場合において、これらの規定による

申告書がその提出の際に経由すべき給与支払者

に受理されたときは、その申告書は、その受理

された日に市長に提出されたものとみなす。 

５ 給与所得者は、第１項及び第３項の規定によ

る申告書の提出の際に経由すべき給与支払者が

令第４８条の９の７の２において準用する令第

４ 給与所得者は、第１項及び第２項の規定によ

る申告書の提出の際に経由すべき給与支払者が

令第４８条の９の７の２において準用する令第
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８条の２の２に規定する要件を満たす場合には

、施行規則で定めるところにより、当該申告書

の提出に代えて、当該給与支払者に対し、当該

申告書に記載すべき事項を電磁的方法（電子情

報処理組織を使用する方法その他の情報通信の

技術を利用する方法であって施行規則で定める

ものをいう。次条第４項及び第５３条の９第３

項において同じ。）により提供することができ

る。 

８条の２の２に規定する要件を満たす場合には

、施行規則で定めるところにより、当該申告書

の提出に代えて、当該給与支払者に対し、当該

申告書に記載すべき事項を電磁的方法（電子情

報処理組織を使用する方法その他の情報通信の

技術を利用する方法であって施行規則で定める

ものをいう。次条第４項及び第５３条の９第３

項において同じ。）により提供することができ

る。 

６ 前項の規定の適用がある場合における第４項

の規定の適用については、同項中「申告書が」

とあるのは「申告書に記載すべき事項を」と、

「給与支払者に受理されたとき」とあるのは「

給与支払者が提供を受けたとき」と、「受理さ

れた日」とあるのは「提供を受けた日」とする

。 

５ 前項の規定の適用がある場合における第３項

の規定の適用については、同項中「申告書が」

とあるのは「申告書に記載すべき事項を」と、

「給与支払者に受理されたとき」とあるのは「

給与支払者が提供を受けたとき」と、「受理さ

れた日」とあるのは「提供を受けた日」とする

。 

 （個人の市民税の徴収の方法等）  （個人の市民税の徴収の方法） 

第３８条 個人の市民税は、第４４条、第４７条

の２第１項、第４７条の５又は第５３条の５の

規定により特別徴収の方法による場合を除くほ

か、普通徴収の方法により徴収する。 

第３８条 個人の市民税は、第４４条、第４７条

の２第１項、第４７条の５又は第５３条の５の

規定によって特別徴収の方法による場合を除く

ほか、普通徴収の方法によって徴収する。 

２ ＜省略＞ ２ ＜省略＞ 

３ 森林環境税は、森林環境税及び森林環境譲与

税に関する法律（平成３１年法律第３号）の定

めるところにより、賦課し、及び徴収する。 

 

 （個人の市民税の納税通知書）  （個人の市民税の納税通知書） 

第４１条 個人の市民税の納税通知書に記載すべ

き各納期の納付額は、当該年度分の個人の市民

税額、個人の県民税額及び森林環境税額の合算

額（第４７条第１項又は第４７条の６第１項の

規定により徴収する場合にあっては特別徴収の

方法により徴収されないことになった金額に相

当する税額）を前条第１項の納期（第４７条第

１項又は第４７条の６第１項の規定により徴収

する場合にあっては特別徴収の方法により徴収

第４１条 個人の市民税の納税通知書に記載すべ

き各納期の納付額は、当該年度分の個人の市民

税額及び県民税額の合算額（第４７条第１項又

は第４７条の６第１項の規定によって徴収する

場合にあっては特別徴収の方法によって徴収さ

れないことになった金額に相当する税額）を前

条第１項の納期（第４７条第１項又は第４７条

の６第１項の規定によって徴収する場合にあっ

ては特別徴収の方法によって徴収されないこと
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されないこととなった日以後に到来する納期）

の数で除して得た額とする。 

となった日以後に到来する納期）の数で除して

得た額とする。 

 （給与所得に係る個人の市民税の特別徴収）  （給与所得に係る個人の市民税の特別徴収） 

第４４条 個人の市民税の納税義務者が当該年度

の初日の属する年の前年中において給与の支払

を受けた者であり、かつ、同日において給与の

支払を受けている者（次の各号に掲げる者のう

ち特別徴収の方法により徴収することが著しく

困難であると認められる者を除く。以下この条

において「給与所得者」という。）である場合

には、当該納税義務者の前年中の給与所得に係

る所得割額及び均等割額（これと併せて賦課徴

収を行う森林環境税額を含む。次項及び第５項

において同じ。）の合算額を特別徴収の方法に

より徴収する。 

第４４条 個人の市民税の納税義務者が当該年度

の初日の属する年の前年中において給与の支払

を受けた者であり、かつ、同日において給与の

支払を受けている者（次の各号に掲げる者のう

ち特別徴収の方法によって徴収することが著し

く困難であると認められる者を除く。以下この

条において「給与所得者」という。）である場

合においては、当該納税義務者の前年中の給与

所得に係る所得割額及び均等割額の合算額を特

別徴収の方法によって徴収する。 

 ⑴及び⑵ ＜省略＞  ⑴及び⑵ ＜省略＞ 

２ 前項の納税義務者について、当該納税義務者

の前年中の所得に給与所得以外の所得がある場

合には、当該給与所得以外の所得に係る所得割

額を同項の規定により特別徴収の方法により徴

収すべき給与所得に係る所得割額及び均等割額

の合算額に加算して特別徴収の方法により徴収

する。ただし、第３６条の２第１項の申告書に

給与所得以外の所得に係る所得割額を普通徴収

の方法により徴収されたい旨の記載があるとき

は、この限りでない。 

２ 前項の納税義務者について、当該納税義務者

の前年中の所得に給与所得以外の所得がある場

合においては、当該給与所得以外の所得に係る

所得割額を同項の規定によって特別徴収の方法

によって徴収すべき給与所得に係る所得割額及

び均等割額の合算額に加算して特別徴収の方法

によって徴収する。ただし、第３６条の２第１

項の申告書に給与所得以外の所得に係る所得割

額を普通徴収の方法によって徴収されたい旨の

記載があるときは、この限りでない。 

３ 前項本文の規定により給与所得者の給与所得

以外の所得に係る所得割額を特別徴収の方法に

より徴収することとなった後において、当該給

与所得者について給与所得以外の所得に係る所

得割額の全部又は一部を特別徴収の方法により

徴収することが適当でないと認められる特別の

事情が生じたため当該給与所得者から給与所得

以外の所得に係る所得割額の全部又は一部を普

通徴収の方法により徴収することとされたい旨

３ 前項本文の規定によって給与所得者の給与所

得以外の所得に係る所得割額を特別徴収の方法

によって徴収することとなった後において、当

該給与所得者について給与所得以外の所得に係

る所得割額の全部又は一部を特別徴収の方法に

よって徴収することが適当でないと認められる

特別の事情が生じたため当該給与所得者から給

与所得以外の所得に係る所得割額の全部又は一

部を普通徴収の方法により徴収することとされ



 

１９ 

 

の申出があった場合でその事情がやむを得ない

と認められるときは、市長は、当該特別徴収の

方法により徴収すべき給与所得以外の所得に係

る所得割額でまだ特別徴収により徴収していな

い額の全部又は一部を普通徴収の方法により徴

収するものとする。 

たい旨の申出があった場合でその事情がやむを

得ないと認められるときは、市長は、当該特別

徴収の方法によって徴収すべき給与所得以外の

所得に係る所得割額でまだ特別徴収により徴収

していない額の全部又は一部を普通徴収の方法

により徴収するものとする。 

４ ＜省略＞ ４ ＜省略＞ 

５ 納税義務者である給与所得者に対し給与の支

払をする者に当該年度の初日の翌日から翌年の

４月３０日までの間において異動を生じた場合

において、当該給与所得者が当該給与所得者に

対して新たに給与の支払をする者となった者（

所得税法第１８３条の規定により給与の支払を

する際所得税を徴収して納付する義務がある者

に限る。以下この項において同じ。）を通じて

、当該異動により従前の給与の支払をする者か

ら給与の支払を受けなくなった日の属する月の

翌月の１０日（その支払を受けなくなった日が

翌年の４月中である場合には、同月３０日）ま

でに、第１項の規定により特別徴収の方法によ

り徴収されるべき前年中の給与所得に係る所得

割額及び均等割額の合算額（既に特別徴収の方

法により徴収された金額があるときは、当該金

額を控除した金額）を特別徴収の方法により徴

収されたい旨の申出をしたときは、当該合算額

を特別徴収の方法により徴収するものとする。

ただし、当該申出が翌年の４月中にあった場合

において、特別徴収の方法により徴収すること

が困難であると市長が認めるときは、この限り

でない。 

５ 納税義務者である給与所得者に対し給与の支

払をする者に当該年度の初日の翌日から翌年の

４月３０日までの間において異動を生じた場合

において、当該給与所得者が当該給与所得者に

対して新たに給与の支払をする者となった者（

所得税法第１８３条の規定によって給与の支払

をする際所得税を徴収して納付する義務がある

者に限る。以下この項において同じ。）を通じ

て、当該異動によって従前の給与の支払をする

者から給与の支払を受けなくなった日の属する

月の翌月の１０日（その支払を受けなくなった

日が翌年の４月中である場合には、同月３０日

）までに、第１項の規定により特別徴収の方法

によって徴収されるべき前年中の給与所得に係

る所得割額及び均等割額の合算額（既に特別徴

収の方法によって徴収された金額があるときは

、当該金額を控除した金額）を特別徴収の方法

によって徴収されたい旨の申出をしたときは、

当該合算額を特別徴収の方法によって徴収する

ものとする。ただし、当該申出が翌年の４月中

にあった場合において、特別徴収の方法によっ

て徴収することが困難であると市長が認めると

きは、この限りでない。 

６ 特別徴収の方法により個人の市民税を徴収さ

れる納税義務者が当該年度の初日の属する年の

６月１日から１２月３１日までの間において給

与の支払を受けないこととなり、かつ、その事

由が発生した日の属する月の翌月以降の月割額

６ 特別徴収の方法によって個人の市民税を徴収

される納税義務者が当該年度の初日の属する年

の６月１日から１２月３１日までの間において

給与の支払を受けないこととなり、かつ、その

事由が発生した日の属する月の翌月以降の月割
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を特別徴収の方法により徴収されたい旨の当該

納税義務者からの申出があった場合及び当該納

税義務者が翌年の１月１日から４月３０日まで

の間において給与の支払を受けないこととなっ

た場合には、その者に対してその年の５月３１

日までの間に支払われるべき給与又は退職手当

等で当該月割額の全額に相当する金額を超える

ものがあるときに限り、当該月割額の全額（同

日までに当該給与又は退職手当等の全部又は一

部の支払がされないこととなったときにあって

は、同日までに支払われた当該給与又は退職手

当等の額から徴収することができる額）を特別

徴収の方法により徴収する。 

額を特別徴収の方法によって徴収されたい旨の

当該納税義務者からの申出があった場合及び当

該納税義務者が翌年の１月１日から４月３０日

までの間において給与の支払を受けないことと

なった場合には、その者に対してその年の５月

３１日までの間に支払われるべき給与又は退職

手当等で当該月割額の全額に相当する金額を超

えるものがあるときに限り、当該月割額の全額

（同日までに当該給与又は退職手当等の全部又

は一部の支払がされないこととなったときにあ

っては、同日までに支払われた当該給与又は退

職手当等の額から徴収することができる額）を

特別徴収の方法によって徴収する。 

 （給与所得に係る特別徴収税額の普通徴収税額

への繰入れ） 

 （給与所得に係る特別徴収税額の普通徴収税額

への繰入れ） 

第４７条 個人の市民税の納税者が給与の支払を

受けなくなったこと等により給与所得に係る特

別徴収税額を特別徴収の方法により徴収されな

いこととなった場合には、特別徴収の方法によ

り徴収されないこととなった金額に相当する税

額は、特別徴収の方法により徴収されないこと

となった日以後において到来する第４０条第１

項の納期がある場合にはそれぞれの納期におい

て、その日以後に到来する同項の納期がない場

合には直ちに、普通徴収の方法により徴収する

ものとする。 

第４７条 個人の市民税の納税者が給与の支払を

受けなくなったこと等により給与所得に係る特

別徴収税額を特別徴収の方法によって徴収され

ないこととなった場合においては、特別徴収の

方法によって徴収されないこととなった金額に

相当する税額は、特別徴収の方法によって徴収

されないこととなった日以後において到来する

第４０条第１項の納期がある場合においてはそ

れぞれの納期において、その日以後に到来する

同項の納期がない場合においては直ちに、普通

徴収の方法によって徴収するものとする。 

２ 法第３２１条の６第１項の通知により変更さ

れた給与所得に係る特別徴収税額に係る個人の

市民税の納税者について、既に特別徴収義務者

から市に納入された給与所得に係る特別徴収税

額が当該納税者から徴収すべき給与所得に係る

特別徴収税額を超える場合（徴収すべき給与所

得に係る特別徴収税額がない場合を含む。）に

おいて当該納税者の未納に係る徴収金があると

きは、当該過納又は誤納に係る税額は、法第１

２ 法第３２１条の６第１項の通知によって変更

された給与所得に係る特別徴収税額に係る個人

の市民税の納税者について、既に特別徴収義務

者から市に納入された給与所得に係る特別徴収

税額が当該納税者から徴収すべき給与所得に係

る特別徴収税額を超える場合（徴収すべき給与

所得に係る特別徴収税額がない場合を含む。）

において当該納税者の未納に係る徴収金がある

ときは、当該過納又は誤納に係る税額は、法第
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７条の２の２第１項第２号に規定する市町村徴

収金関係過誤納金とみなして、同条第３項、第

６項及び第７項の規定を適用することができる

ものとし、当該市町村徴収金関係過誤納金によ

り当該納税者の未納に係る徴収金を納付し、又

は納入することを委託したものとみなす。 

１７条の２の規定によって当該納税者の未納に

係る徴収金に充当する。 

 （公的年金等に係る個人の市民税の特別徴収）  （公的年金等に係る個人の市民税の特別徴収） 

第４７条の２ 個人の市民税の納税義務者が当該

年度の初日の属する年の前年中において公的年

金等の支払を受けた者であり、かつ、同日にお

いて老齢等年金給付（法第３２１条の７の２第

１項の老齢等年金給付をいう。以下この節にお

いて同じ。）の支払を受けている年齢６５歳以

上の者（特別徴収の方法により徴収することが  

著しく困難であると認められるものとして次に

掲げるものを除く。以下この節において「特別

徴収対象年金所得者」という。）である場合に

は、当該納税義務者の前年中の公的年金等に係

る所得に係る所得割額及び均等割額（これと併

せて賦課徴収を行う森林環境税額を含む。以下

この条及び第４７条の５において同じ。）の合

算額（当該納税義務者に係る均等割額を第４４

条第１項の規定により特別徴収の方法により徴

収する場合には、公的年金等に係る所得に係る

所得割額。以下この条及び第４７条の５におい

て同じ。）の２分の１に相当する額（以下この

節において「年金所得に係る特別徴収税額」と

いう。）を当該年度の初日の属する年の１０月

１日から翌年の３月３１日までの間に支払われ

る老齢等年金給付から当該老齢等年金給付の支

払の際に特別徴収の方法により徴収する。 

第４７条の２ 個人の市民税の納税義務者が当該

年度の初日の属する年の前年中において公的年

金等の支払を受けた者であり、かつ、同日にお

いて老齢等年金給付（法第３２１条の７の２第

１項の老齢等年金給付をいう。以下この節にお

いて同じ。）の支払を受けている年齢６５歳以

上の者（特別徴収の方法によって徴収すること

が著しく困難であると認められるものとして次

に掲げるものを除く。以下この節において「特

別徴収対象年金所得者」という。）である場合

においては、当該納税義務者の前年中の公的年

金等に係る所得に係る所得割額及び均等割額の

合算額（当該納税義務者に係る均等割額を第４

４条第１項の規定により特別徴収の方法によっ

て徴収する場合においては、公的年金等に係る

所得に係る所得割額。以下この条及び第４７条

の５において同じ。）の２分の１に相当する額

（以下この節において「年金所得に係る特別徴

収税額」という。）を当該年度の初日の属する

年の１０月１日から翌年の３月３１日までの間

に支払われる老齢等年金給付から当該老齢等年

金給付の支払の際に特別徴収の方法によって徴

収する。 

 ⑴ ＜省略＞  ⑴ ＜省略＞ 

 ⑵ 特別徴収の方法により徴収することとした

場合には当該年度において当該老齢等年金給

付の支払を受けないこととなると認められる

 ⑵ 特別徴収の方法によって徴収することとし

た場合には当該年度において当該老齢等年金

給付の支払を受けないこととなると認められ
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者 る者 

２ 前項の特別徴収対象年金所得者に対して課す

る個人の市民税のうち当該特別徴収対象年金所

得者の前年中の公的年金等に係る所得に係る所

得割額及び均等割額の合算額から年金所得に係

る特別徴収税額を控除した額を第４０条第１項

の納期のうち当該年度の初日からその日の属す

る年の９月３０日までの間に到来するものにお

いて普通徴収の方法により徴収する。 

２ 前項の特別徴収対象年金所得者に対して課す

る個人の市民税のうち等該特別徴収対象年金所

得者の前年中の公的年金等に係る所得に係る所

得割額及び均等割額の合算額から年金所得に係

る特別徴収税額を控除した額を第４０条第１項

の納期のうち当該年度の初日からその日の属す

る年の９月３０日までの間に到来するものにお

いて普通徴収の方法によって徴収する。 

 （年金所得に係る特別徴収税額等の普通徴収税

額への繰入れ） 

 （年金所得に係る特別徴収税額等の普通徴収税

額への繰入れ） 

第４７条の６ 法第３２１条の７の７第１項又は

第３項（これらの規定を法第３２１条の７の８

第３項において読み替えて準用する場合を含む

。）の規定により特別徴収の方法により徴収さ

れないこととなった金額に相当する税額は、そ

の特別徴収の方法により徴収されないこととな

った日以後において到来する第４０条第１項の

納期がある場合にはそのそれぞれの納期におい

て、その日以後に到来する同項の納期がない場

合には直ちに、普通徴収の方法により徴収する

ものとする。 

第４７条の６ 法第３２１条の７の７第１項又は

第３項（これらの規定を法第３２１条の７の８

第３項において読み替えて準用する場合を含む

。）の規定により特別徴収の方法によって徴収

されないこととなった金額に相当する税額は、

その特別徴収の方法によって徴収されないこと

となった日以後において到来する第４０条第１

項の納期がある場合においてはそのそれぞれの

納期において、その日以後に到来する同項の納

期がない場合においては直ちに、普通徴収の方

法によって徴収するものとする。 

２ 法第３２１条の７の７第３項（法第３２１条

の７の８第３項において読み替えて準用する場

合を含む。）の規定により年金所得に係る特別

徴収税額又は年金所得に係る仮特別徴収税額を

特別徴収の方法により徴収されないこととなっ

た特別徴収対象年金所得者について、既に特別

徴収義務者から市に納入された年金所得に係る

特別徴収税額又は年金所得に係る仮特別徴収税

額が当該特別徴収対象年金所得者から徴収すべ

き年金所得に係る特別徴収税額又は年金所得に

係る仮特別徴収税額を超える場合（徴収すべき

年金所得に係る特別徴収税額又は年金所得に係

る仮特別徴収税額がない場合を含む。）におい

２ 法第３２１条の７の７第３項（法第３２１条

の７の８第３項において読み替えて準用する場

合を含む。）の規定により年金所得に係る特別

徴収税額又は年金所得に係る仮特別徴収税額を

特別徴収の方法によって徴収されないこととな

った特別徴収対象年金所得者について、既に特

別徴収義務者から市に納入された年金所得に係

る特別徴収税額又は年金所得に係る仮特別徴収

税額が当該特別徴収対象年金所得者から徴収す

べき年金所得に係る特別徴収税額又は年金所得

に係る仮特別徴収税額を超える場合（徴収すべ

き年金所得に係る特別徴収税額又は年金所得に

係る仮特別徴収税額がない場合を含む。）にお
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て当該特別徴収対象年金所得者の未納に係る徴

収金があるときは、当該過納又は誤納に係る税

額は、法第１７条の２の２第１項第２号に規定

する市町村徴収金関係過誤納金とみなして、同

条第３項、第６項及び第７項の規定を適用する

ことができるものとし、当該市町村徴収金関係

過誤納金により当該特別徴収対象年金所得者の

未納に係る徴収金を納付し、又は納入すること

を委託したものとみなす。 

いて当該特別徴収対象年金所得者の未納に係る

徴収金があるときは、当該過納又は誤納に係る

税額は、法第１７条の２の規定によって当該特

別徴収対象年金所得者の未納に係る徴収金に充

当する。 

 （種別割の税率）  （種別割の税率） 

第８２条 次の各号に掲げる軽自動車等に対して

課する種別割の税率は、１台について、それぞ

れ当該各号に定める額とする。 

第８２条 次の各号に掲げる軽自動車等に対して

課する種別割の税率は、１台について、それぞ

れ当該各号に定める額とする。 

 ⑴ 原動機付自転車  ⑴ 原動機付自転車 

アからウまで ＜省略＞ アからウまで ＜省略＞ 

 エ ３輪以上のもの（車室を備えず、かつ、

輪距（２以上の輪距を有するものにあって

は、その輪距のうち最大のもの）が０．５

メートル以下であるもの、側面が構造上開

放されている車室を備え、かつ、輪距が０

．５メートル以下の３輪のもの及び道路運

送車両の保安基準（昭和２６年運輸省令第

６７号）第１条第１項第１３号の６に規定

する特定小型原動機付自転車を除く。）で

、総排気量が０．０２リットルを超えるも

の又は定格出力が０．２５キロワットを超

えるもの 年額 ３，７００円 

 エ ３輪以上のもの（車室を備えず、かつ、

輪距（２以上の輪距を有するものにあって

は、その輪距のうち最大のもの）が０．５

メートル以下であるもの及び側面が構造上

開放されている車室を備え、かつ、輪距が

０．５メートル以下の３輪のものを除く。

）で、総排気量が０．０２リットルを超え

るもの又は定格出力が０．２５キロワット

を超えるもの 年額 ３，７００円 

 ⑵及び⑶ ＜省略＞  ⑵及び⑶ ＜省略＞ 

  附 則   附 則 

 （軽自動車税の環境性能割の賦課徴収の特例）  （軽自動車税の環境性能割の賦課徴収の特例） 

第１５条の２ ＜省略＞ 第１５条の２ ＜省略＞ 

２及び３ ＜省略＞ ２及び３ ＜省略＞ 

４ 前項の規定の適用がある場合における納付す

べき軽自動車税の環境性能割の額は、同項の不

４ 前項の規定の適用がある場合における納付す

べき軽自動車税の環境性能割の額は、同項の不



 

２４ 

 

足額に、これに１００分の３５の割合を乗じて

計算した金額を加算した金額とする。 

足額に、これに１００分の１０の割合を乗じて

計算した金額を加算した金額とする。 

 （軽自動車税の種別割の賦課徴収の特例）  （軽自動車税の種別割の賦課徴収の特例） 

第１６条の２ ＜省略＞ 第１６条の２ ＜省略＞ 

２ ＜省略＞ ２ ＜省略＞ 

３ 前項の規定の適用がある場合における納付す

べき軽自動車税の種別割の額は、同項の不足額

に、これに１００分の３５の割合を乗じて計算

した金額を加算した金額とする。 

３ 前項の規定の適用がある場合における納付す

べき軽自動車税の種別割の額は、同項の不足額

に、これに１００分の１０の割合を乗じて計算

した金額を加算した金額とする。 
  

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める日

から施行する。 

 ⑴ 第８２条第１号エの改正規定及び附則第３条第１項の規定（この条

例による改正後の瀬戸市市税条例（以下「新条例」という。）附則

第１６条の２第３項に係る部分を除く。） 令和５年７月１日 

 ⑵ 第３４条の９第２項並びに第３８条の見出し及び同条第１項の改正

規定、同条に１項を加える改正規定並びに第４１条、第４４条、第

４７条、第４７条の２及び第４７条の６の改正規定並びに附則第１

５条の２第４項の改正規定及び附則第１６条の２第３項の改正規定

並びに次条第１項並びに附則第３条第１項（新条例附則第１６条の

２第３項に係る部分に限る。）及び第２項の規定 令和６年１月１

日 

⑶ 第３６条の３の２の改正規定及び次条第２項の規定 令和７年１月

１日 

 （市民税に関する経過措置） 

第２条 前条第２号に掲げる規定による改正後の瀬戸市市税条例の規定中



 

２５ 

 

個人の市民税に関する部分は、令和６年度分以後の年度分の個人の市民

税について適用し、令和５年度分までの個人の市民税については、なお

従前の例による。 

２ 新条例第３６条の３の２第２項の規定は、令和７年１月１日以後に支

払を受けるべき瀬戸市市税条例第３６条の３の２第１項に規定する給与

（以下この項において「給与」という。）について提出する同条第１項

の規定による申告書について適用し、同日前に支払を受けるべき給与に

ついて提出した同項の規定による申告書については、なお従前の例によ

る。 

（軽自動車税に関する経過措置） 

第３条 新条例第８２条第１号エ及び附則第１６条の２第３項の規定は、

令和６年度以後の年度分の軽自動車税の種別割について適用し、令和５

年度分までの軽自動車税の種別割については、なお従前の例による。 

２ 新条例附則第１５条の２第４項の規定は、附則第１条第１号に掲げる

規定の施行の日以後に取得された３輪以上の軽自動車に対して課すべき

軽自動車税の環境性能割について適用し、同日前に取得された３輪以上

の軽自動車に対して課する軽自動車税の環境性能割については、なお従

前の例による。 

 

（理 由） 

この案を提出するのは、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の一部

改正等に伴い、瀬戸市市税条例中所要の事項を改正するため必要があるか

らである。 



２６ 

 

５年市長提出第３７号議案 

し尿処理施設基幹的設備改良工事請負契約の締結について 

本市が、し尿処理施設基幹的設備改良工事を施工するに当たり、次の内

容により工事請負契約を締結するものとする。 

令和５年６月１日提出 

瀬戸市長 川 本 雅 之 

１ 契 約 金 額  １，９６９，０００，０００円 

２ 工 事 場 所  瀬戸市西山路町１番地 

３ 契 約 方 法  制限付き一般競争入札（設計・施工一括発注方式） 

４ 工 事 内 容  し尿処理施設基幹的設備改良工事一式 

           処理方式 水処理設備 

（高負荷脱窒素処理＋高度処理） 

汚泥処理設備 

（脱水＋場外搬出） 

要求施設規模 ８８キロリットル／日 

５ 工   期  契約日の翌日から令和８年３月１９日まで 

６ 契約の相手方  名古屋市中村区名駅三丁目２２番８号 

      クボタ環境エンジニアリング株式会社中部支店 

          支店長 受川秀次 

 

 （理 由） 

 この案を提出するのは、し尿処理施設基幹的設備改良工事の請負契約を

締結するに当たり、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に

関する条例（昭和５２年瀬戸市条例第１号）第２条の規定により、議会の

議決を求めるため必要があるからである。 



２７ 

 

５年市長提出第３８号議案 

   ＣＤ－Ⅰ型消防ポンプ自動車（品野台分団車）の買入れについて 

本市は、次の内容によりＣＤ－Ⅰ型消防ポンプ自動車（品野台分団車）

を買い入れるものとする。 

  令和５年６月１日提出 

瀬戸市長 川 本 雅 之  

１ 買入物件  ＣＤ－Ⅰ型消防ポンプ自動車（品野台分団車） 

２ 形状及び  ＣＤ－Ⅰ型（車両総重量３．５トン未満） 

  装置    Ａ－２級ポンプ及びホース延長用資機材 

３ 契約方法  指名競争入札 

４ 買入価額  ２３，０４５，０００円 

５ 買 入 先  名古屋市東区矢田南一丁目２番８号 

        株式会社モリタ名古屋支店 

        支店長 伊藤晶広 

 

 （理 由） 

 この案を提出するのは、ＣＤ－Ⅰ型消防ポンプ自動車（品野台分団車）

の買入れに当たり、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に

関する条例（昭和５２年瀬戸市条例第１号）第３条の規定により、議会の

議決を求めるため必要があるからである。 

 



 

２８ 

 

５年市長提出第３９号議案 

瀬戸市火災予防条例の一部改正について 

瀬戸市火災予防条例の一部を改正する条例を次のように定めるものとす

る。 

令和５年６月１日提出 

瀬戸市長 川 本 雅 之  

瀬戸市火災予防条例の一部を改正する条例 

瀬戸市火災予防条例（昭和３７年瀬戸市条例第１６号）の一部を次のよ

うに改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。

改正後 改正前 

（急速充電設備） （急速充電設備） 

第１１条の２ 急速充電設備（電気を設備内部で

変圧して、電気自動車等（電気を動力源とする

自動車、原動機付自転車、船舶、航空機その他

これらに類するものをいう。以下同じ。）にコ

ネクター（充電用ケーブルを電気自動車等に接

続するためのものをいう。以下同じ。）を用い

て充電する設備（全出力２０キロワット以下の

ものを除く。）をいい、分離型のもの（変圧す

る機能を有する設備本体及び充電ポスト（コネ

クター及び充電用ケーブルを収納する設備で、

変圧する機能を有しないものをいう。以下同

じ。）により構成されるものをいう。以下同

じ。）にあっては、充電ポストを含む。以下同

じ。）の位置、構造及び管理は、次に掲げる基

準によらなければならない。 

第１１条の２ 急速充電設備（電気を設備内部で

変圧して、電気自動車等（電気を動力源とする

自動車等（道路交通法（昭和３５年法律第１０

５号）第２条第１項第９号に規定する自動車又

は同項第１０号に規定する原動機付自転車をい

う。第１２号において同じ。）をいう。以下こ

の条において同じ。）に充電する設備（全出力

２０キロワット以下のもの及び全出力２００キ

ロワットを超えるものを除く。）をいう。以下

同じ。）の位置、構造及び管理は、次に掲げる

基準によらなければならない。 

⑴ 急速充電設備（全出力５０キロワット以下

のもの及び消防長が認める延焼を防止するた

⑴ 急速充電設備（全出力５０キロワット以下

のもの及び消防長が認める延焼を防止するた



 

２９ 

 

めの措置が講じられているものを除く。）を

屋外に設ける場合にあっては、建築物から３

メートル以上の距離を保つこと。ただし、次

に掲げるものにあっては、この限りでない。 

めの措置が講じられているものを除く。）を

屋外に設ける場合にあっては、建築物から３

メートル以上の距離を保つこと。ただし、不

燃材料で造り、又は覆われた外壁で開口部の

ないものに面するときは、この限りでない。 

ア 不燃材料で造り、又は覆われた外壁で

開口部のないものに面するもの 

 

イ 分離型のものにあっては、充電ポスト  

⑵ その筐
きよう

体は、不燃性の金属材料で造るこ

と。ただし、分離型のものの充電ポストにあ

っては、この限りでない。 

⑵ その筐
きよう

体は、不燃性の金属材料で造るこ

と。 

⑶から⑸まで ＜省略＞ ⑶から⑸まで ＜省略＞ 

⑹ コネクターと電気自動車等が確実に接続さ

れていない場合には、充電を開始しない措置

を講ずること。 

⑹ 急速充電設備と電気自動車等が確実に接続

されていない場合には、充電を開始しない措

置を講ずること。 

⑺ コネクターが電気自動車等に接続され、電

圧が印加されている場合には、当該コネクタ

ーが当該電気自動車等から外れないようにす

る措置を講ずること。 

⑺ 急速充電設備と電気自動車等の接続部に電

圧が印加されている場合には、当該接続部が

外れないようにする措置を講ずること。 

⑻から⑽まで ＜省略＞ ⑻から⑽まで ＜省略＞ 

⑾ 急速充電設備を手動で緊急に停止すること

ができる装置を、当該急速充電設備の利用者

が異常を認めたときに、速やかに操作するこ

とができる箇所に設けること。 

⑾ 急速充電設備を手動で緊急停止させること

ができる措置を講ずること。 

⑿ 急速充電設備と電気自動車等の衝突を防止

する措置を講ずること。 

⑿ 自動車等の衝突を防止する措置を講ずるこ

と。 

⒀ コネクターについて、操作に伴う不時の落

下を防止する措置を講ずること。ただし、コ

ネクターに十分な強度を有するものにあって

は、この限りでない。 

⒀ コネクター（充電用ケーブルを電気自動車

等に接続するための部分をいう。以下この号

において同じ。）について、操作に伴う不時

の落下を防止する措置を講ずること。ただ

し、コネクターに十分な強度を有するものに

あっては、この限りでない。 

⒁及び⒂ ＜省略＞ ⒁及び⒂ ＜省略＞ 

⒃ 急速充電設備のうち、蓄電池を内蔵してい ⒃ 急速充電設備のうち、蓄電池を内蔵してい



 

３０ 

 

るものにあっては、当該蓄電池（主として保

安のために設けるものを除く。）について、

次に掲げる措置を講ずること。 

るものにあっては、当該蓄電池について、次

に掲げる措置を講ずること。 

アからエまで ＜省略＞ アからエまで ＜省略＞ 

⒄ 急速充電設備のうち分離型のものにあって

は、充電ポストに蓄電池（主として保安のた

めに設けるものを除く。）を内蔵しないこ

と。 

 

⒅ ＜省略＞ ⒄ ＜省略＞ 

⒆ ＜省略＞ ⒅ ＜省略＞ 

２ ＜省略＞ ２ ＜省略＞ 

（避雷設備） （避雷設備） 

第１６条 避雷設備の位置及び構造は、消防長が

指定する日本産業規格（産業標準化法（昭和２

４年法律第１８５号）第２０条第１項の日本産

業規格をいう。以下同じ。）に適合するものと

しなければならない。 

第１６条 避雷設備の位置及び構造は、消防長が

指定する日本産業規格に適合するものとしなけ

ればならない。 

２ ＜省略＞ ２ ＜省略＞ 

（喫煙等） （喫煙等） 

第２３条 ＜省略＞ 第２３条 ＜省略＞ 

２ ＜省略＞ ２ ＜省略＞ 

 ３ 前項の場合において、併せて図記号による標

識を設けるときは、別表第７に定めるものとし

なければならない。 

３ 第１項の消防長が指定する場所（同項第３号

に掲げる場所を除く。）を有する防火対象物の

関係者は、次の各号に掲げる場合の区分に応

じ、それぞれ次の各号に定める措置を講じなけ

ればならない。 

４ 第１項の消防長が指定する場所（同項第３号

に掲げる場所を除く。）を有する防火対象物の

関係者は、次の各号に掲げる場合の区分に応

じ、それぞれ次の各号に定める措置を講じなけ

ればならない。 

⑴ ＜省略＞ ⑴ ＜省略＞ 

⑵ 前号に掲げる場合以外の場合 適当な数の

吸殻容器を設けた喫煙所の設置及び当該喫煙

所における「喫煙所」と表示した標識の設置

⑵ 前号に掲げる場合以外の場合 適当な数の

吸殻容器を設けた喫煙所の設置及び当該喫煙

所における「喫煙所」と表示した標識の設置



 

３１ 

 

（健康増進法（平成１４年法律第１０３号）

第３３条第２項に規定する喫煙専用室標識を

設ける場合においてはこの限りでない。） 

（併せて図記号による標識を設けるときは、

別表第７に定めるものとしなければならな

い。） 

４ 第２項又は前項第２号に規定する標識と併せ

て図記号による標識を設けるときは、「禁煙」

又は「火気厳禁」と表示した標識と併せて設け

る図記号にあっては、国際標準化機構が定めた

規格第７０１０号又は日本産業規格Ｚ８２１０

に適合するものとし、「喫煙所」と表示した標

識と併せて設ける図記号にあっては、国際標準

化機構が定めた規格第７００１号又は日本産業

規格Ｚ８２１０に適合するものとしなければな

らない。 

 

５ 第３項第２号に掲げる場合において、劇場等

の喫煙所は、階ごとに客席及び廊下（通行の用

に供しない部分を除く。）以外の場所に設けな

ければならない。ただし、劇場等の一部の階に

おいて全面的に喫煙が禁止されている旨の標識

の設置その他の当該階における全面的な喫煙の

禁止を確保するために消防長が火災予防上必要

と認める措置を講じた場合は、当該階において

喫煙所を設けないことができる。 

５ 前項第２号に掲げる場合において、劇場等の

喫煙所は、階ごとに客席及び廊下（通行の用に

供しない部分を除く。）以外の場所に設けなけ

ればならない。ただし、劇場等の一部の階にお

いて全面的に喫煙が禁止されている旨の標識の

設置その他の当該階における全面的な喫煙の禁

止を確保するために消防長が火災予防上必要と

認める措置を講じた場合は、当該階において喫

煙所を設けないことができる。 

６及び７ ＜省略＞ ６及び７ ＜省略＞ 

別表７ 削除 別表７（第２３条関係） 
 

表示の種類 図記号 色 

禁煙である

旨の表示 

 

記号は黒、斜めの帯

及び枠は赤、地は白 

火気厳禁で

ある旨の表

示 
 

記号は黒、斜めの帯

及び枠は赤、地は白 

喫煙所であ

る旨の表示  

記号は黒、地は白 
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附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、第１１条の２第１項の

改正規定及び次項の規定は、令和５年１０月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 第１１条の２第１項の改正規定の施行の際現に設置され、又は設置の

工事がされているこの条例による改正後の瀬戸市火災予防条例（以下

「新条例」という。）第１１条の２第１項に規定する急速充電設備に係

る位置、構造及び管理に関する基準の適用については、なお従前の例に

よる。 

３ 新条例第２３条第３項第２号の規定の適用については、当分の間、同

号中「喫煙専用室標識」とあるのは、「喫煙専用室標識又は健康増進法

の一部を改正する法律（平成３０年法律第７８号）附則第３条第１項の

規定により読み替えて適用される健康増進法第３３条第２項に規定する

指定たばこ専用喫煙室標識」と読み替えるものとする。 

４ この条例の施行の際現に設置され、又は設置の工事がされている新条

例第２３条第２項又は第３項第２号に規定する標識と併せて設ける図記

号のうち、新条例第２３条第４項の規定に適合しないものについては、

当該規定にかかわらず、なお従前の例による。 

 

（理 由） 

この案を提出するのは、対象火気設備等の位置、構造及び管理並びに対

象火気器具等の取扱いに関する条例の制定に関する基準を定める省令（平

成１４年総務省令第２４号）の一部改正に伴い、瀬戸市火災予防条例中所

要の事項を改正するため必要があるからである。 
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５年市長提出第４０号議案 

瀬戸市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例

の一部改正について 

瀬戸市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一

部を改正する条例を次のように定めるものとする。 

令和５年６月１日提出 

瀬戸市長 川 本 雅 之   

瀬戸市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例 

の一部を改正する条例 

瀬戸市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平

成２６年瀬戸市条例第２４号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。

改正後 改正前 

（保育所等との連携） （保育所等との連携） 

第６条 家庭的保育事業者等（居宅訪問型保育事

業を行う者（以下「居宅訪問型保育事業者」と

いう。）を除く。以下この条、次条第１項、第

７条の３第２項、第１４条第１項及び第２項、

第１５条第１項、第２項及び第５項、第１６条

並びに第１７条第１項から第３項まで並びに附

則第３条において同じ。）は、利用乳幼児に対

する保育が適正かつ確実に行われ、及び家庭的

保育事業者等による保育の提供の終了後も満３

歳以上の児童に対して必要な教育（教育基本法

（平成１８年法律第１２０号）第６条第１項に

規定する法律に定める学校において行われる教

育をいう。第３号において同じ。）又は保育が

継続的に提供されるよう、次に掲げる事項に係

第６条 家庭的保育事業者等（居宅訪問型保育事

業を行う者（以下「居宅訪問型保育事業者」と

いう。）を除く。以下この条、次条第１項、第

１４条第１項及び第２項、第１５条第１項、第

２項及び第５項、第１６条並びに第１７条第１

項から第３項まで並びに附則第３条において同

じ。）は、利用乳幼児に対する保育が適正かつ

確実に行われ、及び家庭的保育事業者等による

保育の提供の終了後も満３歳以上の児童に対し

て必要な教育（教育基本法（平成１８年法律第

１２０号）第６条第１項に規定する法律に定め

る学校において行われる教育をいう。第３号に

おいて同じ。）又は保育が継続的に提供される

よう、次に掲げる事項に係る連携協力を行う保
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る連携協力を行う保育所（子ども・子育て支援

法（平成２４年法律第６５号）第７条第４項に

規定する保育所をいう。以下同じ。）、幼稚園

（同項に規定する幼稚園をいう。以下同じ。）

又は認定こども園（同項に規定する認定こども

園をいう。以下同じ。）（以下「連携施設」と

いう。）を適切に確保しなければならない。た

だし、連携施設の確保が著しく困難であると市

が認める地域において家庭的保育事業等（居宅

訪問型保育事業を除く。第１６条第２項第３号

において同じ。）を行う家庭的保育事業者等に

ついては、この限りでない。 

育所（子ども・子育て支援法（平成２４年法律

第６５号）第７条第４項に規定する保育所をい

う。以下同じ。）、幼稚園（同項に規定する幼

稚園をいう。以下同じ。）又は認定こども園

（同項に規定する認定こども園をいう。以下同

じ。）（以下「連携施設」という。）を適切に

確保しなければならない。ただし、連携施設の

確保が著しく困難であると市が認める地域にお

いて家庭的保育事業等（居宅訪問型保育事業を

除く。第１６条第２項第３号において同じ。）

を行う家庭的保育事業者等については、この限

りでない。 

⑴から⑶まで ＜省略＞ ⑴から⑶まで ＜省略＞ 

２から５まで ＜省略＞ ２から５まで ＜省略＞ 

（家庭的保育事業者等と非常災害） （家庭的保育事業者等と非常災害） 

第７条 ＜省略＞ 第７条 ＜省略＞ 

（安全計画の策定等）  

第７条の２ 家庭的保育事業者等は、利用乳幼児

の安全の確保を図るため、家庭的保育事業所等

ごとに、当該家庭的保育事業所等の設備の安全

点検、職員、利用乳幼児等に対する事業所外で

の活動、取組等を含めた家庭的保育事業所等で

の生活その他の日常生活における安全に関する

指導、職員の研修及び訓練その他家庭的保育事

業所等における安全に関する事項についての計

画（以下この条において「安全計画」とい

う。）を策定し、当該安全計画に従い必要な措

置を講じなければならない。 

 

２ 家庭的保育事業者等は、職員に対し、安全計

画について周知するとともに、前項の研修及び

訓練を定期的に実施しなければならない。 

 

３ 家庭的保育事業者等は、利用乳幼児の安全の

確保に関して保護者との連携が図られるよう、

保護者に対し、安全計画に基づく取組の内容等
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について周知しなければならない。 

４ 家庭的保育事業者等は、定期的に安全計画の

見直しを行い、必要に応じて安全計画の変更を

行うものとする。 

 

（自動車を運行する場合の所在の確認）  

第７条の３ 家庭的保育事業者等は、利用乳幼児

の事業所外での活動、取組等のための移動その

他の利用乳幼児の移動のために自動車を運行す

るときは、利用乳幼児の乗車及び降車の際に、

点呼その他の利用乳幼児の所在を確実に把握す

ることができる方法により、利用乳幼児の所在

を確認しなければならない。 

 

２ 家庭的保育事業者等は、利用乳幼児の送迎を

目的とした自動車（運転者席及びこれと並列の

座席並びにこれらより１つ後方に備えられた前

向きの座席以外の座席を有しないものその他利

用の態様を勘案してこれと同程度に利用乳幼児

の見落としのおそれが少ないと認められるもの

を除く。）を日常的に運行するときは、当該自

動車にブザーその他の車内の利用乳幼児の見落

としを防止する装置を備え、これを用いて前項

に規定する所在の確認（利用乳幼児の降車の際

に限る。）を行わなければならない。 

 

  

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 （自動車を運行する場合の所在の確認に係る経過措置） 

２ この条例による改正後の瀬戸市家庭的保育事業等の設備及び運営に関

する基準を定める条例第７条の３第２項の規定の適用については、家庭

的保育事業者等において利用乳幼児の送迎を目的とした自動車を日常的

に運行する場合であって、当該自動車に同項に規定するブザーその他の
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車内の利用乳幼児の見落としを防止する装置（以下この項において「ブ

ザー等」という。）を備えること及びこれを用いることにつき困難な事

情があるときは、令和６年３月３１日までの間、当該自動車にブザー等

を備えないことができる。この場合において、利用乳幼児の送迎を目的

とした自動車を日常的に運行する家庭的保育事業者等は、ブザー等の設

置に代わる措置を講じて利用乳幼児の所在の確認を行わなければならな

い。 

 

 （理 由） 

 この案を提出するのは、家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準

（平成２６年厚生労働省令第６１号）の一部改正に伴い、瀬戸市家庭的保

育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例中所要の事項を改正す

るため必要があるからである。 
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５年市長提出第４１号議案 

瀬戸蔵条例の一部改正について 

瀬戸蔵条例の一部を改正する条例を次のように定めるものとする。 

令和５年６月１日提出 

瀬戸市長 川 本 雅 之  

瀬戸蔵条例の一部を改正する条例 

瀬戸蔵条例（平成１６年瀬戸市条例第２０号）の一部を次のように改正

する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。

改正後 改正前 

（駐車場使用料） （駐車場使用料） 

第１５条 ＜省略＞ 第１５条 ＜省略＞ 

２ 自動車１台１回についての駐車場使用料は、

別表第４に定めるとおりとする。 

２ 駐車場使用料の額は、自動車１台１回につき

６０分までを無料とし、６０分を超えるときは

、その超える時間について６０分までごとに１

００円とする。 

３ ＜省略＞ ３ ＜省略＞ 
  

別表第３の次に次の１表を加える。  

 

 

 

 

 

 

 



 

３８ 

 

別表第４（第１５条関係）  

区分 単位 料金 

通常期 使用開始から６０分まで 無料 

６０分を超え９時間まで

６０分までごとに 

１００円 

９時間を超え２４時間ま

で 

８００円（９時間以内の料金を含

む。） 

２４時間を超えるとき

は、その超える時間につ

いて２４時間までごとに 

９時間を超え２４時間までの料

金に８００円を加算した額（２

４時間ごとにその超える時間が

８時間までのときは、６０分ま

でごとに１００円を加算した

額） 

イベント開催等繁忙期 使用開始から６０分まで 無料 

６０分を超えるときは、

その超える時間について

６０分までごとに 

１００円 

備考 通常期とイベント開催等繁忙期との区分は、市長が別に定める。  

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和５年７月３１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の別表第４の規定は、令和５年７月３１日午後

１０時以後に出場する場合に徴収する駐車場の使用料に適用し、同日午

後１０時前に出場する場合に徴収する駐車場の使用料については、なお

従前の例による。 

 

（理 由） 

この案を提出するのは、瀬戸蔵駐車場の使用料を改定するに当たり、瀬

戸蔵条例中所要の事項を改正するため必要があるからである。 
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５年市長提出第４２号議案 

瀬戸市駐車場条例の一部改正について 

瀬戸市駐車場条例の一部を改正する条例を次のように定めるものとする。 

令和５年６月１日提出 

瀬戸市長 川 本 雅 之  

瀬戸市駐車場条例の一部を改正する条例 

 瀬戸市駐車場条例（昭和４８年瀬戸市条例第３０号）の一部を次のよう

に改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。 

改正後 改正前 

別表第２（第６条関係） 別表第２（第６条関係） 

＜省略＞ 
 

＜省略＞ 
 

備考 パルティせと駐車場の午後８時から翌日

午前８時までの間の料金は、５時間（午後８

時以降に駐車場の使用を開始する場合は６時

間）を超えるときは、５００円とする。 

  

  

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和５年８月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の別表第２の規定は、令和５年８月１日正午以

後に出場する場合に徴収する駐車場の使用料に適用し、同日正午前に出

場する場合に徴収する駐車場の使用料については、なお従前の例による。 

 

（理 由） 
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この案を提出するのは、パルテイせと駐車場の使用料を改定するに当た

り、瀬戸市駐車場条例中所要の事項を改正するため必要があるからである。 
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５年市長提出第４３号議案 

   市道路線の認定について 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条第１項の規定に基づき、市

道の路線を次のように認定することについて、同条第２項の規定により、

議会の議決を求める。 

  令和５年６月１日提出 

瀬戸市長 川 本 雅 之 

路線番号 路 線 名 
起 点 

終 点 

０１０７０ 窯神１号線 
窯神町８７番３８地先 

窯神町８７番３４地先 

０８２７９ 東山４５号線 
東山町１丁目１７１番２２地先 

東山町１丁目１７１番１８地先 

１０２６６ 水北１０号線 
水北町３９６番３地先 

水北町３９６番１０地先 

１２５７３ 山口７号線 
山口町２７３番１地先 

山口町２７０番２地先 
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